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Ⅰ．2022 年度の総括  

1．リサーチャーの視野とスキルの拡張 
JMRA では、ESOMAR が公表したインサイト産業統計を意識して、国内の情勢を探るた

めに市場調査の周辺事業に携わる企業にヒアリングを行うなど、資料・情報収集をして、初

期的な市場規模推計を行なった。これを基に日経 BP とのコラボレーションの結果、「日経

業界地図 2023 年版」に「マーケットリサーチ（インサイト）業界」として、市場規模データとと

もに、注目業界の 1つとして掲載され、業界の基礎知識や動向が紹介された。投資や就職

活動における定番情報誌にマーケティング・リサーチ業界が掲載されるのは初めてであり、

今後も継続できるようにデータ精度を上げていく。 

また、これからのリサーチャーが、インサイト産業と言われる新たな産業構造の中で伍し

ていくために、従来の枠組みでは不足している視野とスキルの拡張を目指した教育プログ

ラムの準備ができたものの、ターゲット層である中堅以上のリサーチャーが取り組むための

時間的な余裕が得られず、研修型講座の開催に至らないものもあり、苦戦を強いられた。 

一方で、「マネージャー育成講座」は、内容面を完結にすることで受講者負担を減じて、2

年目を乗り切った。 

 

2．個人情報の保護と倫理規定の遵守 
JMRAが発出した「非公正な『No.1調査』への抗議状」は多くのメディアに取り上げられ、

社会問題として認知されるようになった。これにより、JARO をはじめとする広告に絡む業界

団体との交流が生まれ、各団体が主催するセミナーで、非公正な No.1 調査の現状とそれ

を基にした不当な広告表示に対する JMRA のガイドライン、調査の手引きについて説明す

る機会が得られた。そのため、通常では難しい広告主や媒体社に向けて、直接的な注意

喚起ができ、マーケティング・リサーチのクライアント、またリサーチを支える一般消費者に、

リサーチの意義、重要性を訴えることができたことは大変有意義であった。また、監督官庁

の消費者庁にも JMRAの取り組みが理解され、一般消費者保護の観点からも今後さらに協

調していける環境ができた。 

 

3．コラボレーションとコミュニケーション 
JMRA公的統計基盤整備委員会では、2008年 4月に委員会組織として発足し、公的統

計の品質向上に向け地道な活動を行なってきたことが評価され、令和 4 年度の大内賞を

受賞した。財政運営と構造改革に関する基本方針で、公共サービスの民間開放が打ち出
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され、それに基づき市場化テストが開始されたことを契機に公的統計基盤整備委員会は設

置され、調査業界の各社が公的統計調査の受け皿となり、統計の品質と信頼性を確保す

るための活動をスタートしている。同委員会発行の年次レポートを各府省の統計部局に配

布し、公的統計調査と民間調査業界との相互理解の醸成に努めるなど、我が国の統計の

進歩に顕著な貢献をしてきた。また今年度には、厚生労働省や経済産業省から案件を進

めるために意見を求められる機会が増加し、更に農林水産省からは、省内勉強会の講師と

しての要請が入るなど、関係性の深化が見え始めてきた。府省、地方自治体とのコミュニケ

ーションを積極的に行うことは、JMRA の存在意義の向上と会員各社の業務拡大に繋がる

ものである。 
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Ⅱ．各委員会の活動報告

1．コンプライアンス委員会

委員会の目的

活動概要

活動内容

活動成果
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2．ISO／TC225国内委員会 兼 マーケティング・リサーチ規格認証協議会

委員会の目的

活動概要

活動内容

活動成果
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3．公的統計基盤整備委員会

委員会の目的

活動概要
統計精度の向上に繋がる活動

公的統計の受け皿の拡大に資する活動

統計人材の育成に資する活動

『公的統計市場に関する年次レポート 2021』（報告書）の作成

活動内容
統計制度の向上に繋がる活動

統計制度の受け皿の拡大に資する活動
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統計人材の育成に資する活動

『公的統計市場に関する年次レポート 2021』（報告書）の作成

活動成果
統計制度の向上に繋がる活動

統計制度の受け皿の拡大に資する活動

統計人材の育成に資する活動

『公的統計市場に関する年次レポート 2021』（報告書）の作成
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4．リサーチ・イノベーション委員会

委員会の目的

活動概要

活動内容

活動成果
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5．カンファレンス委員会

委員会の目的

活動概要

 決まった日にちや時間的制約からの解放

 参加者制約からの解放

 空間制約からの解放

 一時性からの解放

 スポンサー集めからの解放

 早期の場所押さえや準備からの解放

活動内容

 日 程：2022 年 4月 27 日（水）15：00～17：30

 方 法：オンライン（Zoom Webinar）

 テーマ：「インサイト産業界の立脚点を考える」

 コンテンツ：

15：00～15：03 オープニング・メッセージ

JMRA副会長 鈴木 文雄

15:03～15:20 講演 1

Our New World （ESOMAR・IMRD 連携企画）

大嶋バニッサ氏（Heart-Data Inc.創業者、ESOMAR 評議員）

15:20～15:50 講演 2

DEI 調査結果に見る日本市場の特徴と課題

岸田典子氏（リサーチコンサルタント、インターネット調査品質委員）

16:00～17:20 講演・パネルディスカッション

持続可能な「No.1 調査」のあるべき姿とは？

リサーチ・イノベーション委員会
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活動成果
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6．インターネット調査品質委員会

委員会の目的

活動概要

活動内容

活動成果
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7．ウェブ・メルマガ委員会

委員会の目的

活動概要

活動内容

活動成果
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8．広報セミナー委員会

委員会の目的

活動概要

活動内容

活動成果
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9．情報共有基盤整備委員会

委員会の目的

活動概要
サイトの浸透・利用のための広報および運用面を事務局に引き継ぐ。

活動内容
以下 3項目を事務局で引き継ぎ対応する。

活動成果

 2022 年度の利用状況：

会場情報：3 社、リサーチ業務情報：5社、リサーチ/モデレータ情報：6名

 2022 年度利用状況：7 社（内 1 社は期間限定）
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10．マーケティング・リサーチ ナレッジ・エデュケーション委員会

委員会の目的

活動概要

活動内容
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活動成果
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11．定性カリキュラム委員会

委員会の目的

活動概要

活動内容

活動成果
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12．キャリアアップ委員会

委員会の目的

活動概要

活動内容

活動成果
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13．西日本コラボレーション研究会

委員会の目的

活動概要

活動内容・成果

会員社相互の「委託」と「受託」のニーズを見える化し、アライアンスを強化

外部団体との協業による、新たな事業展開を模索

若手リサーチャーの疑問を解決し、実務へと活用できる知識・知見を習得

会員社間の交流を図る。
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14．CLT対策協議会

委員会の目的

活動概要

活動内容

活動成果
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15．広告表示問題専門委員会

委員会の目的

活動概要

活動内容

活動成果
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16．プライバシーマーク審査会

活動内容
審査業務の実施（審査会実施回数：12回）

今期のプライバシーマークの新規取得、更新申請を行なった正会員社については、滞りな

く書類審査および現地審査を行い、プライバシーマーク審査会に報告し、下記の通り、可

否の手続きを行なった。

① 更新：43社

② 新規取得：0社

③ 合併取得：0社     合計：43社

2022年度のプライバシーマーク取得社は、取得社の退会により、95社となった。
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Ⅲ．事務局の活動報告

1．JMRAの会務

2．他団体との活動

国内他団体との活動
他関連団体との情報交流を次のように行なった。

海外他団体との活動
APRC（Asia Pacific Research Committee）加盟国、GRBN（Global Research Business 

Network）、ESOMAR、ISO／TC225 事務局との情報交流を行なった（2022 年度は新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、APRC を除く国際会議やイベントは原則としてオンライン

での参加となった）。



-　25　-

3．事務局活動

個人情報保護マネジメントシステム（以下 PMS）の運用継続
プライバシーマーク指定審査機関として、プライバシーマークと同等のマネジメントシステム

の運用を継続している。

マーケティング・リサーチに関する内外関係機関等との交流および協力

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、開催せず

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、開催せず

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、全国の中小企業・小規模事業者の資金繰

りが逼迫していることを踏まえ、経済産業省より「セーフティネット保証 5 号に係る緊急調

査」の依頼を受け、業界の状況について調査した。

節目ごとに連続調査を実施し、経済産業省を通じて追加支援策等の施策に反映してい

ただくよう、働きかけた。

 緊急調査（その 8） 調査期間 ： 2022年 4月 1日～ 5月 2日（第 47回経

営業務実態調査結果を援用）

 緊急調査（その 9） 調査期間 ： 2022年 7月 22日~ 8月 4日

 緊急調査（その 10） 調査期間 ： 2022年 10月 14日～10月 31日

 緊急調査（その 11） 調査期間 ： 2023年 1月 23日～ 2月 1日

第 47回 経営業務実態調査の実施
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発行物の作成

6社 155枚 発行

24社 204枚 発行

7社 4,200枚 発行

28冊 配布

マーケティング・リサーチに関する苦情の処理
2022年度（2022年 4月 1日から 2023年 3月 31日の間）、マーケティング・リサーチに関

する問い合わせ件数は 8件であった。

会員の動向

入会 2社

退会 2社

これにより 2023年 3月 31日現在、正会員社総数 112社

入会 3社

退会 6社

これにより 2023年 3月 31日現在、賛助法人会員社総数 62社

入会 5名

退会 5名

これにより 2023年 3月 31日現在、賛助個人会員者総数 95名

専門調査会社（正会員社）の紹介について
一般企業からの問合せに対し、紹介 3件
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関連官庁からのメール連絡について
正会員社宛に送信 80件

≪内訳≫




